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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は教職大学院の学びの実態を，教育課程は基より院生生活も含めた社会
学的な側面でも明らかにすることである。研究の成果として、①教育課程上の効果として，「授業実践」「児童
生徒理解」の能力が培えた②文化的要因として，「コミュニケーション力」を培うとともに教員間のネットワー
クを広げていた点なども明らかになった。以上の点は，教職大学院の学びの成果は教育課程の検討だけでなく，
研究環境の整備等の重要性をも示唆するものである。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the actual situation of learning not
 only by curriculum but also from sociological aspects including college life at a graduate school. 
According to the analysis, ①learning at a school of　professional development in education helps 
students improve their teaching skills and the ability of "student understanding" from the view 
point of curriculum and ②academic environment enables learners to enhance their communication 
skills and to expand network among teachers.

研究分野：教育社会学

キーワード： 教育政策　教職大学院　教員養成　大学院教育　教師教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
教師教育における従来の大学院教育の見
直しを図るための一環として、教職大学院制
度が 2008 年度に創設された。その後、各教
職大学院は教師教育実践の試行錯誤を重ね、
その成果は、特に 2013年 10月の「教員の資
質能力向上に係る当面の改善方策の実施に
向けた協力者会議」による報告書「大学院段
階の教員養成の改革と充実等について」でい
くつか示された。例えば、①現職教員修了生
のスクールリーダーとしての活躍②既存の
学士課程・修士課程卒業者よりも高いストレ
ート院生の教職就職率など、である。そして、
本報告書によると、今後教職大学院は教員養
成系の大学院における教員養成機能の中心
を担うとともに、さらなる進化が期待されて
いる。 
 申請者はこれまで、北海道教育大学の教職
大学院の教育課程の「修了研究」「実習」の
制度上の課題を理論的に整理し論文にて示
してきた。また、第１期修了生へのアンケー
ト調査によって一定程度の知見は得ていた。
しかしながら、本制度の根本にかかわる課題
について、信頼できるレベルでの量的データ
を用い明らかにすることまでは行っていな
かった。また、仮に成果が認められたとして
もそれは教育課程の要因によるものなのか、
文化的な背景によるものなのかといった、社
会学的な要因に着目した研究は行ってこな
かった。さらには本研究に関する先行研究の
動向を見ても、教育課程そのものに関する成
果の検証はいくつかみられるものの、社会学
的な側面にまで踏み込んだものはほとんど
存在していなかった。教師教育改革の本質を
踏まえた成果と課題を見い出すには、制度上
の成果のみならず、その文化的な背景をも視
野に入れた研究こそが重要と考える。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、教師教育研究の一環として、先
行研究をふまえつつも、さらに課題を深化さ
せ、教職大学院制度の成果と課題を社会学的
な側面も考慮に入れつつ実証的に明らかに
しようとするものである。そのため、具体的
な問いとして、①院生の置かれた状況の背景
（ストレート／現職、所属コース等）にも着
目しつつ教職大学院での学びの効果②学部
卒・修士課程卒・教職大学院卒間での学びの
違いが教育現場にどのような影響を及ぼす
かに主に着目し研究を進めていく。 
 
３．研究の方法 
（１）教育課程に関する事前調査 
 具体的な調査等に入る前に、教職大学院特
有の教育課程の整理を行う。すなわち、教職
大学院はこれまでの修士課程とは異なる「実
践的指導力を培うための体系的な教育課程」
として、「実習の存在」「修士論文を課さない」
「研究者教員と実務家教員との共同指導体
制」等の特徴が存在するが、この点をさらに

深化させた教職大学院としての特殊性の持
つ意義や課題を整理する。 
 
（２）（１）を考慮に入れた上での教職大学
院における教育課程での具体的な側面にお
ける成果および課題の析出 
次に、（１）での整理を念頭に置いたうえ
で、具体的な教職大学院での教育実践を基に、
どのような成果と課題を持っているかを検
証する。 
 
（３）質問紙調査の実施 
（１）や先行研究を踏まえつつ、学部での学
生生活と大学院での学びの関連性や教育現
場で対峙している課題の関係性を小中学校
の教育現場の教員に対する質問紙調査によ
って明らかにする。 
 
主な質問項目として、①フェイスシートと
して主に年齢、勤続年数、在学した大学・大
学院②大学生活について（回顧）③大学院生
活について（修士卒・教職大学院卒のみ）（回
顧）④現在身に付けている能力や課題と感じ
ていること などである。 
 
そして、このような枠組みで設計した調査
を、以下のように実施した。 
 
①調査対象者：北海道教育大学教職大学院修
了生のうち、小中学校勤務者 173名、北海
道教育大学大学院修士課程修了者のうち
347名、そして「北海道教育関係職員禄」
よりランダムサンプリングで 1020 名の計
1540名を調査対象とした。 
②実施期間：2016年 1月 20日～2月 10日
の約 20日間とした。 
③回答者数：回答者は 1035 名で回収率は

67.2％であった。なお、全体集計上の工夫
として、ウエイト値による補正を行った。 

 
（４）インタビュー調査の実施 
質問紙調査での自由記述等を参考に、質問
紙調査だけでは明らかにしきれなかった部
分について、修了生に半構造化インタビュー
を行い、学びの成果についての一側面を明ら
かにした。調査期間は、2016年 12月～2017
年 3月の間であった。なお調査対象者は教職
大学院の修了生だけでなく、学部卒すぐに教
職に就いたもの、修士卒で教職についたもの
にも行うことで教職大学院修了生の特殊性
を見い出すことを試みた。そして調査期間内
での調査対象者は 9名であった。 
 
４．研究成果 
（1）教職大学院における教育実践を基にし
た研究成果 
①大学院の授業内での現職院生とストレー
ト院生の学びの実態の違いについての分析
による研究成果 
 教職大学院の授業は教育課程上、基本的に



は現職院生とストレート院生での合同授業
であり、授業の達成目標も異なる。このよう
な同一の授業中で学びの違いがどのように
存在しているかについて、「学級経営に関す
る実践発表の授業」を基に、「振り返りワー
クシート」をテキスト分析によって明らかに
した。 
 分析の結果、ストレート院生は、実践発表
に対し、「子ども理解のあり方に着眼点を置
いた学び」が見られたが、現職院生は、「学
校の中での学級の立ち位置を自覚した学び」
が明らかになった。ただし、勤続年数を経る
ごとに学びの観点が「局所的→全体的」と単
純に拡大するのではなく、「①局所的理解→
②全体的理解→③局所と全体の双方を同時
的に理解」という教師としての成長過程の可
能性が見られた。こういった分析結果は、授
業方法や評価基準の工夫によって、全く能力
の異なるストレート・現職合同での授業の教
育効果を示せることを示唆するものである。 
 
②修了研究からみた専攻分野と現職・ストレ
ート院生間における学びの違いについての
分析による研究成果 
 北海道教育大学教職大学院では修士論文
の代わりに MOB（マイオリジナルブック）
という修了研究を課しているが、これがコー
ス別及び現職・ストレート別でどのような特
徴がみられるかの分析を行った。分析の結果、
各コースの独自性が示されたものの、現職院
生と、ストレート院生では異なった傾向が示
された。特にストレート院生においては、「生
徒指導・教育相談コース」と「学級経営・学
校経営コース」間の違いがあまり見られなか
った。これらに共通するのは、実習での学び
が授業実践よりも観察・インタビュー等が中
心になる点である。すなわち「教育課程の内
容」よりも「教育課程の運営上の特徴」面が、
修了研究に反映されることが明らかになっ
た。 
 
（2）質問紙調査による研究成果 
 現時点では基礎的な分析しか行えていな
いものの、以下の点が特に明らかになった。
（ここでは特に修士課程と専門職学位課程
（教職大学院）との違いについて主に記す。） 
 
①入学者の特徴については以下の傾向が
明らかとなった。学部時代の学びの違いにつ
いては、修士課程では、教育関係の専門書を
熱心に読み、卒業論文に取り組むなど、学業
に専心するイメージでの学びが強い。これに
対し、専門職学位課程では、サークルや塾講
師以外のアルバイトに熱心で、人間形成的な
側面を意識した取り組みの傾向が見られた。
また、進学動機として、修士課程では「○○
学」のような特定の学問を基点とした研究を
深めたい者が多いのに対し、専門職学位課程
では「授業力」「児童理解力」を身に付けた
い「そのまま教育現場で働くことへの不安

感」などの点が傾向として見られた。 
 
②大学院での学びの特徴としては、以下の
違いの傾向が見られた。 
修士課程では、ゼミ活動や修士論文を熱心
に行い、リテラシー能力の向上に力を入れて
いる。そして、「教養」「専門分野の研究の深
化」を実感している傾向が見られる。これに
対し、専門職学位課程では、「授業力」「児童
生徒理解力」に力を入れている傾向が見られ
る。そして、「教育現場での働くことへの自
信をつかむ」「同じ課題を持つ人とのネット
ワーク」「コミュニケーション力」の向上を
院生生活を通じて実感している傾向も見ら
れた。これは、アクティブな授業方法で実践
的な素材を扱うことが多いという教育課程
上の特徴や、異校種との交流が多いという、
教育課程外の社会学的な側面での特徴がこ
ういった違いをもたらしていると考えられ
る。 

 
③修了後の特徴については以下の点が明
らかになった。すなわち、「授業力」「創造力」
「リテラシー能力」は修士課程の方が「身に
付いている」と感じている。そしてこの点以
外の学校生活上での課題に対しては、修士課
程と専門職学位課程でそれほど有意な差が
見られなかった。そして、「教育関係」の読
書の習慣が、専門職学位課程の方が身に付い
ている傾向がある。そしてむしろ専門職学位
課程の修了生の方が「自分の実践に行き詰ま
りを感じることがある」傾向が見られた。 
専門職学位課程での身に付けてほしい能
力の一つとして、「学校課題発見力」があげ
られる。また、専門職学位の方が、修了後も
教育関係専門の読書を重ねている傾向があ
る。そしてこの調査が本人への意識調査であ
る点を踏まえると、眼前の教育現象に対し、
「課題」と捉えるハードルが上がった結果、
このような調査結果を生んでいる可能性が
ある。また「科目が存在していたのに履修し
なかった」などの「後悔」が、結果として「身
に付いていない」と自覚している可能性もあ
る。これらの点についてはさらに質的調査や
第三者の調査を通し分析を進めていく必要
がある。 
なお、学部卒と大学院卒の比較において、
特に大学院卒に関しては、「派遣等の長期履
修で職場を離れやすくしてほしい」と回答し
た者が学部卒に比べ、有意に高い結果を得た。
北海道の教師教育の課題の一つに、大学院教
育の充実があげられるが、こういった結果は
そもそも現職教員が大学院教育を受けるた
めの学びの入り口に立つための条件整備が
十分ではないという点を示唆するものであ
る。 
 
（3）インタビュー調査による研究成果 
 教職大学院の教育課程は専門職としての
教師教育を意識したものになっており、共通



5 領域など、幅広く学びつつ能力を獲得する
ことが期待されている。また、北海道教育大
学教職大学院のストレート院生は、実習・講
義等の合間を縫って時間講師を行っている
ケースが非常に多い。これらのような背景が、
教職大学院での学びと成果との関係性につ
いてどのような影響を及ぼしているかを、ア
ンケート調査だけでは示せなかった側面に
着目しインタビュー調査を行った。 
その結果、第一には、本人としては入学時
にあまり期待していなかった能力を（修士課
程よりも幅広い）教育課程で修得したことに
より、修了後スクールリーダーとしての活動
に役立った面もあったという点である。これ
は修士課程と異なった教育課程での効果を
示唆するものである。第二には、ストレート
院生においては時間講師等の教育課程外の
活動が、在院時の理論と実践の往還や修了後
の能力に大きな影響を及ぼしているという
点である。教育課程上のフォーマルな側面だ
けでなく、将来を見据えた広い意味での学び
の環境づくりが実践的指導力の向上に関与
することを意味するものである。 
 
平成 29 年度以降も、質問紙調査並びにイン
タビュー調査のデータを引き続き分析し、結
果がまとまり次第、論文並びに発表を行う予
定である。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
現在の状況としては以下の通りである。 
〔雑誌論文〕（計２件） 
 
①藤森宏明、教職大学院での現職院生の学び
とは何か ―MOB（マイオリジナルブック）
抄録の分析を基に―、北海道教育大学大学院
高度教職実践専攻研究紀要、第７号、1~14
頁、2017年、査読無 
 
②藤森宏明、教職大学院における学部卒院生
の学びの実態に関する一考察－授業科目「学
級の主体性をはぐくむ教育実践活動」での現
職院生の実践発表を基に－、北海道教育大学
大学院高度教職実践専攻研究紀要、第６号、
1~12頁、2016年、査読無 
 
〔学会発表〕（計１件） 
①井門正美、追分充、笠井稔雄、津田順二、
濱野雅輝、小野寺基史、龍島秀広、前田輪音、
藤森宏明、北海道教育大学教職大学院の挑戦
―ICT 教育・アクティブラーニングの理論と
実践―、平成 28年度日本教職大学院協会研究
大会、2016年 12月 17日、早稲田大学国際
会議場（東京都） 
 
〔図書〕（計０件） 
〔産業財産権〕 
〇出願状況（計０件） 

〇取得状況（計０件） 
 
〔その他〕 
現在のところ特になし 
 
６．研究組織 
(1)研究代表者  
藤森宏明（FUJIMORI HIROAKI） 
北海道教育大学・大学院教育学研究科・准教
授 
研究者番号：20553100 
(2)研究分担者：なし  
(3)連携研究者：なし 
(4)研究協力者：なし 
 


